
野洲市消費者安全確保
地域協議会について

～見守り活動の取組～

野洲市 市民生活相談課
（消費生活センター）

作成日：令和4年6月24日
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令和４年度版



総人口：50,655人
世帯数：20,943戸

高齢化率：26.73％
（2022.６.1現在）
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総合相談窓口
生活困窮相談

（自立相談支援事業）

住居確保給付金

家計改善支援事業

専門相談 法律相談

税務相談

行政書士相談

行政相談

消費生活相談

市民相談

離職等や減収によって住居を喪失す
るおそれ等のある人を対象に住宅手
当を有期で給付する

市役所内にハローワークを設置し、
就労支援と生活支援を一体的に提供
し、就労を目指す

こどもの学習機会の場を確保し、生
活困窮状態への予防を兼ねて困窮世
帯への生活支援を充実させる

直営

家計再建に向けたきめ細かな
相談・支援・資金貸付の斡旋を行う

多機関の
協働によ
る包括支
援体制構
築事業

直ちに一般就労が難しい人を対象に
就労準備の場を作り社会参加を促す

就労準備支援事業

アウトリーチ
等の充実によ
る自立相談支
援機能強化事
業

重層的支援体制整備事業

参加支援
事業

直営

地域におけ
る生活困窮
者支援等の
ための共助
の基盤づく
り事業

地域づく
り・アウト
リーチ等を
通じた継続
的支援事業

重層的支援体制整備事業

委託

やすワーク事業

（就労支援事業）

学習・生活支援事業

委託

＜職員体制＞
・正規職員３名
・消費生活相談員１名
・相談支援員４名
・アウトリーチ支援員

１名
・相談支援包括化推進

員３名（1名／市民サ
ービスセンター配置）

強化事業

直営

直営

直営

協定
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◎生活困窮者相談

新規相談者数 319人
（前年度531人）

（内）コロナ関連 133人

◎消費生活相談

相談受付件数 811件

被害救済金額 1,845万円
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年度 相談件数 救済金額 過払い金回収額

２２年 ８２８件 ６，４０２万円 １億１万円

２３年 １，０１８件 ２，７３５万円 ９，５１７万円

２４年 ８９２件 ７，１０９万円 ７４７万円

２５年 ８９９件 ９，７３９万円 ５００万円

２６年 ８０７件 ４，３０３万円

２７年 ９５４件 ４，９１７万円 ３，０８９万円

２８年 ９６０件 ２，８４８万円 ３，３８５万円

２９年 １，０６９件 １，５５０万円 ２，１９６万円

３０年 １，２５８件 ２，３７９万円 １，８７２万円

令和元年 ９６９件 ４，４５８万円

令和２年 ９３８件 ５，０９９万円 ２３０万円

令和３年 ８１１件 １，８４５万円

合計 １１，４０３件 ５億３，３８４万円 ３億１３２７万円

１２年間分の被害救済金額 ５億３,３８４万円 5



◇ 平成28年１０月１日施行

• 「売り手よし(事業者)、買い手よし(消費者)、世間よし(地域)」。

• 近江商人の精神である三方よしの伝統を継承し、事業者と消費者がともに満
足し成長することで地域社会の発展を目指すことを条例の基本方針としまし
た。

• 消費者被害その他の市民のくらしに関わる様々な問題の発生の背景にその
者の経済的困窮、地域社会からの孤立、その他の生活上の諸課題があること
を踏まえ、消費者被害の解決のみならず、生活困窮者等を支援することにより、
安全かつ安心で市民が支えあうくらしの実現に寄与する事を目的としました。

◎ 三方よし経営の促進
◎ 消費者苦情に対する解決力の強化
◎ 消費者被害の未然・拡大防止の推進
◎ 生活困窮者等への生活再建支援
◎ 見守りネットワークの構築
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（消費者安全確保地域協議会）
第８条 市長は、法第11条の３第１項の規定に基づき、野洲市消費者安全
確保地域協議会を組織する。

（見守りネットワーク）
第27条 市、事業者及び自治組織は、要配慮市民等が安心して暮らすこと
ができるよう見守るため、相互に連携を図りながら協力する組織（以下
この条において「見守りネットワーク」という。）を構築するよう努め
なければならない。

２ 市は、見守りネットワークを構築するときは、協力する事業者及び自
治組織（当該見守りネットワークに協力する特定非営利活動促進法（平
成10年法律第７号）第２条第２項に規定する特定非営利活動法人その他
の団体があるときは、当該団体を含む。）と協定を締結するものとする。
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野洲市
消費生活センター

警察

健康推進課

民生委員
児童委員

障がい者自立支援課
地域包括支援センター

野洲市消費者
安全確保地域協議会

しない

通報

個人情報を活用

野洲市消費生活センター

支援

要配慮市民等

個人情報
に留意！

野洲市見守りネットワーク

＊野洲市見守りネットワーク協定事業者（44事業者）
＊野洲市の消費生活協力団体の委嘱（５団体）※R4.6.24現在

する
委嘱団体は必要に

応じて個人情報の提供
が可能！

消費生活協力

団体の委嘱

通報（個人情報含む）
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全体会議

(1) 見守りリストの提供の要請に関すること。
(2) 市の区域内で発生している消費者被害の状
況及び傾向に関する調査並びに分析に関する
こと。

(3) 見守り等の事例の集積及び分析並びに見守
り等の課題の検討に関すること。

(4) その他見守り等を効果的かつ円滑に図るため
に必要なこと。

概 要

会長及び構成員の代表者が参加する会議

構 成 員

協議会の構成員のうち会長が指名する機関又は
団体が推薦する者

所掌事項

担当者会議

概 要

見守り等の対象となる者に関わる構成員のみが
参加する会議

構成員と所掌事項

消費生活センター（事務局）

障がい高齢

(1) 見守りリストの提供の要請に関すること。
(2) 見守り等の実施方法の検討及び方針の決
定に関すること。

(3) 見守り等により把握した情報の共有及び事
務局への報告に関すること。

(4) その他見守り等の対象となる者の消費者安
全の確保を効果的かつ円滑に図るために必
要なこと。

民生委員児童委員
守山警察署
障がい者自立支援課

高齢福祉課
地域包括支援センター
健康推進課
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詐欺犯・悪質業者
消費者庁

行政
処分等

警察

捜査
逮捕

②´名簿情報
提供の要請

③´顧客名簿
情報の提供

野洲市社会福祉協議会、守山警察署、民生委員児童委
員、介護サービス事業所、障がい福祉サービス事業所、
医療機関、弁護士、その他会長が必要と認めるもの

必要な
範囲で
情報共有

消費者安全法
・消費者庁へ情報の求め・提供
・警察署へ情報の求め・提供
・構成員へ「見守りリスト」の提供

市の
福祉部局

民生委員
児童委員

守山
警察署

地域協議会の構成員が
見守り活動等を行う範囲
において情報を共有

③顧客名簿
情報の提供

②名簿情報
提供の要請

①押収した顧客名簿

野洲市消費生活センター
（地域協議会事務局）

野洲市消費者安全確保地域協議会

野洲市消費者安全確保地域協議会
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根拠法：消費者安全法

・消費者庁からの情報提供・・・・・・・・・・・法第11条の２第１項

→消費者安全法に基づき、消費者庁が保有する野洲市民の情報の提供を求める。

・警察からの情報提供・・・・・・・・・・・・・・法第11条の４第３項

→消費者安全法に基づき、警察が保有する詐欺に関する野洲市民の情報の提供を

求める。

・市が保有する情報の活用・・・・・・・・・・・法第11条の４第３項
→消費者庁と警察から提供された情報をベースに市が保有する情報（PIO-NET

情報等）を加え、介護保険台帳や障害に関する手帳交付台帳に記載された情報を

突合させ、見守りリストを作成する。

・構成員への見守りリストの提供・・・・・・・・法第11条の４第３項

→作成した見守りリストを必要に応じて構成員に提供する。
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≪消費者安全法≫
第十一条の二 内閣総理大臣は、内閣府令で定めるところにより、地方公共団体の
長からの求めに応じ、消費者安全の確保のために必要な限度において、当該地方
公共団体の長に対し、消費生活上特に配慮を要する購入者に関する情報その他の
内閣府令で定める情報で、当該地方公共団体の住民に関するものを提供すること
ができる。

≪消費者安全法施行規則≫
第八条の十 消費者庁長官は、前条第一項の求めがあったときは、消費者安全の確
保のために必要であると認められる場合であって、次に掲げる要件のいずれにも
該当すると認められるときには、地方公共団体の長に対し、法第十一条の二第一
項に規定する情報を提供することができる。

一 当該情報を、消費者安全の確保のため、消費生活上特に配慮を要する消費者と
適当な接触を保ち、その状況を見守ることその他の法第十一条の三第一項に規定
する消費者安全確保地域協議会における必要な取組のためにのみ用いること。

二 当該情報を適正に管理するために必要な措置が講じられていること。

協議会の設置が前提
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≪消費者安全法≫
(消費者安全確保地域協議会)
第十一条の三 国及び地方公共団体の機関であって、消費者の利益の擁護及び増進
に関連する分野の事務に従事するもの(以下この条において「関係機関」という。)
は、当該地方公共団体の区域における消費者安全の確保のための取組を効果的か
つ円滑に行うため、関係機関により構成される消費者安全確保地域協議会(以下
「協議会」という。)を組織することができる。

(協議会の事務等)
第十一条の四 協議会は、前条の目的を達成するため、必要な情報を交換するとと
もに、消費者安全の確保のための取組に関する協議を行うものとする。

（中略）
３ 協議会は、第一項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認め
るとき、又は構成員が行う消費者安全の確保のための取組に関し他の構成員から
要請があった場合その他の内閣府令で定める場合において必要があると認めると
きは、構成員に対し、消費生活上特に配慮を要する消費者に関する情報の提供、
意見の表明その他の必要な協力を求めることができる。
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≪消費者安全法≫
(秘密保持義務)
第十一条の五 協議会の事務に従事する者又は協議会
の事務に従事していた者は、協議会の事務に関して
知り得た秘密を漏らしてはならない。

第五十三条 第八条第四項、第八条の二第三項、第十
一条の五、第十一条の十九第一項又は第二十五条第
二項の規定に違反して秘密を漏らした者は、一年以
下の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。
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R3リストから繰越

133繰越データ数

消費者庁 警察

提供データ数 1189 提供データ数 8

（暫定）有効データ数 938 （暫定）有効データ数 7

住基登載なし件数 251 住基登載なし件数 1

警察重複 1 消費者庁重複 1

消費者庁 警察

提供データ数 1189 提供データ数 8

（暫定）有効データ数 938 （暫定）有効データ数 7

住基登載なし件数 251 住基登載なし件数 1

警察重複 1 消費者庁重複 1

見守りリストの完成

◎合計 1077件（昨年度937件）

見守り対象の66.7％が高齢者

民生委員・児童委員さんの
訪問活動によるコアな見守りを展開

R4見守りリスト 全件 65歳以上

1077 718 66.67%

うち、新規登載 168

うち、継続登載 776

うち、繰越登載 133

うち、単身世帯 186 138 74.19%

17.27% 19.22%

（暫定）有効データ数

死亡・転居・不明などの
情報を住民基本台帳と
突合し精査！
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情報の提供を求めます！

警
察
署

民
生
委
員
児
童

委
員
協
議
会

健
康
福
祉
課

障
が
い
者

自
立
支
援
課

高
齢
福
祉
課
（
地
域

包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
）

介
護
事
業
所
協
議
会

福
祉
作
業
所
協
議
会

医
師
会

弁
護
士
会事

務
局
（
市
）

協議会

全体会議
◎議決！

担当者会議（情報提供）

ABCが欲しいと言っています

情報の提供を求めます！
民児協
学区毎

A B C D

担当者会議（情報提供）各学区へ出前講座！
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No. 企業・事業者名 No. 企業・事業者名

1 有限会社たちいり  読売センター野洲 23 株式会社ポーラ  京都センター

2 有限会社北村新聞店 24 からだ元気治療院  心陽守山店

3 社会福祉法人野洲市社会福祉協議会 25 ピタットハウス野洲店  株式会社OVO

4 NPO法人篠原シニアネット 26 野洲市国際協会

5 京滋ヤクルト販売株式会社 27 親子英語サークル  「Honey」

6 生活協同組合コープしが 28 ヤマト運輸株式会社  滋賀主管支社

7 一般社団法人守山野洲医師会 29 第一生命保険株式会社  滋賀支社

8 一般社団法人滋賀県LPガス協会 30 明治安田生命保険相互会社  滋賀支社

9 株式会社平和堂 31
株式会社ダスキン
クリーン・ケア  営業本部  近畿地域本部

10 おうみ冨士農業協同組合 32 滋賀県司法書士会

11 西日本電信電話株式会社  滋賀支店 33 株式会社きずな

12 株式会社エコシティサービス 34 一般社団法人滋賀県財産管理承継センター

13 滋賀中央信用金庫 35 特定非営利活動法人ふれあいワーカーズ

14 湖東開発株式会社 36 滋賀弁護士会

15 株式会社滋賀銀行 37 フードバンクびわ湖

16 野洲市老人クラブ連合会 38 株式会社セブン-イレブン・ジャパン

17 日本郵便株式会社 39 一般社団法人やす地域共生社会推進協会

18 大阪ガス株式会社 40 井ノ上新聞舗

19 株式会社沙門  朝日新聞サービスアンカー草津西 41 ほりで医院

20 野洲市商工会 42 京都信用金庫

21
KDDI株式会社 
コンシューマ関西支社 コンシューマ関西営業統括部

43 辻󠄀牛乳店

22 株式会社京都銀行  守山支店 44 一般社団法人住まいるバンク
18



・見守りネットワーク協定団体等に対し、消費者安全法第１１条の７
第１項の消費生活協力団体の委嘱を行う。
→５団体に対し委嘱を行った。

原 則 委 嘱

要配慮市民等

個人情報保護法による制限
→生命・身体・財産の危険が
要件となる。

要配慮市民等

事業者・団体

通
報

個人情報保護法による制限の解除
→委嘱により市役所への情報提供
が可能となる。

異変の発見

通
報

異変の発見 事業者・団体
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≪消費者安全法≫

(消費生活協力団体及び消費生活協力員)
第十一条の七 地方公共団体の長は、消費者の利益の擁護又は増進を図
るための活動を行う民間の団体又は個人のうちから、消費生活協力団
体又は消費生活協力員を委嘱することができる。

２ 消費生活協力団体及び消費生活協力員は、次に掲げる活動を行う。
一 消費者安全の確保に関し住民の理解を深めること。
二 消費者安全の確保のための活動を行う住民に対し、当該活動に関す
る情報の提供その他の協力をすること。

三 消費者安全の確保のために必要な情報を地方公共団体に提供するこ
とその他国又は地方公共団体が行う施策に必要な協力をすること。

(秘密保持義務)
第十一条の八 消費生活協力団体の役員若しくは職員若しくは消費生活
協力員又はこれらの者であった者は、前条第二項各号に掲げる活動に
関して知り得た秘密を漏らしてはならない。
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見守りリストによるコアな見守り
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認知症等により高齢者等が徘徊し行方不明となっ
た場合に、早期に発見・保護することを目的に、徘徊
のおそれのある高齢者等の情報を事前に登録する
制度です。登録した情報は守山警察署と共有し、実
際に行方不明者が出た際には、登録情報を活用し、
捜索活動を早期に開始することに役立てます。

高齢福祉課と連携し、見守りネットワーク協定事業者
に対し、高齢者の行方不明通報の協力依頼を行い、

24事業者から承諾を得ています。
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◎地域で解決したケース

「訪問販売で高額な布団を買ったら息子に『高すぎる！』と叱られた」と80歳代女性から
相談を受けた民生委員さん。
近くの自治会館に女性をお連れし、そこで自治会長等も集まって相談を受けられました。
「市役所に連絡しにくい」と言われるので、民生委員から契約書に記載のある事業者に
電話をし、「本人が解約したいと言っている」と断っていただきました。
あわせて、自治会長や民生委員ら、地域ぐるみで女性の相談を受けていて、平時見守り
活動をしていることを伝えることで、今後の抑止力にもなりました。

地域ぐるみで対応

されたことで、今後

の被害防止にもつ

ながる。

地 域

センターから事業者へ

電話で解約の確認。

クーリング・オフ期間

中で、支払いも商品の

引き渡しもなかったこ

とで、無事解決！

行 政
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令和３年７月７日（水）

被害を未然に防いでいた
だいた店員様２名と、同
店舗のオーナー様、同社
本部社員様をお招きし、
感謝状の贈呈を行いまし
た。

■相談に至った経緯

自宅のノートパソコンで動画の無料お試しを見ようとクリックしたら「登録完了」と表示
された。自分でどうしていいか分らず画面に表示された番号に電話した。すると「野洲市
▲▲（地名）の●●さんでしょ」「あなたが自らクリックしたのであなたに契約の責任があ
る」と相手はこちらの住所まで知っていて驚いた。

「登録料金35万円を払え、払わなければ内容証明を送る」「いくらなら払えるか」と言わ
れたので、5万円位なら、と言ってしまった。

コンビニで楽天のプリペイドカード（5万円）を買って家に帰って電話してくるように、と
言われたので市役所近くのセブンイレブンに行って、指示されたカードを買おうとしたらコ
ンビニの店員から詐欺だから市役所に相談に行くようにと促された。

■市での処理結果概要

ワンクリック詐欺の手口を
説明し、契約は成立してい
ないので無視し、相手とは
接触しないよう助言すると
ともに、同種手口の情報提
供をした。
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金融機関からの通報事例

高齢女性が、通帳を紛失したと頻繁に来店される。その度に、
再発行の手続きをするが、また紛失されてしまう。駐車場の
車の位置もうまく止められない状況。

金融機関からの相談

金融機関からの通知を受け、地域包括支援センターに情報提供し、
自宅訪問をしてもらう。同じ敷地に住む息子に事情を伝えるが、
最初は拒否。何度か訪問した結果、医療受診につながり「認知症」
の診断となる。通帳は息子が管理し、免許は返納となった。

処理経過
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令和元年９月２４日
毎日新聞朝刊
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令和２年
７月７日
朝日新聞
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令和2年７月２９日
朝日新聞デジタル
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